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令和６年度における法人税の申告件数は３万４，３７９件で、その申告所得金額の総
額は２，９１０億円で、前年度に比べ、２億円（０．１％）増加し過去１０年間で最高
となり、申告税額の総額は５６４億円で、１億円（０．２％）減少しています。

○ 法人税の申告件数等の状況

年度等
項目・単位

令和５ 令和６
件数等 件数等 対前年増減 対前年比

申 告 件 数 件 34,097 34,379 ＋282 100.8％

申 告 所 得 金 額 億円 2,908 2,910 +2 100.1％

申 告 税 額 億円 566 564 ▲1 99.8％
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１ 令和６年度における法人税の申告事績の概要



１ 令和６年度における法人税の申告事績の概要

過去10年間で最高の2,910億円
（対前年2億円増加）

○ 申告所得金額の推移
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（参考計表）令和６年度における法人税等の申告事績

（注）１ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までに終了した事業年度に係る申告について、令和７年７月３１日までに申告があったものを令和７年８月末現在で取りまと
めています。

２ 令和６年３月３１日までに終了した事業年度に係る申告のうち、災害等による申告の期限延長により、本年度の集計対象期間中（令和６年８月１日から令和７年７月
３１日まで）に申告があったものも含まれています。

別表１：法人数の状況

別表２：法人税の申告の状況

区分
項目・単位

令和６年６月30日現在 令和７年６月30日現在
件 数 対前年比 件 数 対前年比

法 人 数 法人 35,740 100.9％ 36,135 101.1％
（注）清算中法人については、集計対象から除外しています。

年度等
項目・単位

令和５ 令和６
件数等 対前年比 件数等 対前年比

申 告 件 数 件 １ 34,097 101.0％ 34,379 100.8％

申 告 割 合 ％ ２ 92.3 ▲0.4P 92.0 ▲0.3P

黒 字 申 告 件 数 件 ３ 11,782 100.9％ 11,639 98.8％

黒 字 申 告 割 合 ％ ４ 34.6 0.0P 33.9 ▲0.7P

申 告 所 得 金 額 億円 ５ 2,908 113.1％ 2,910 100.1％

黒字申告１件当たり所得金額 千円 ６ 24,685 112.1％ 25,003 101.3％

申 告 欠 損 金 額 億円 ７ 998 98.6％ 1,124 112.6％

赤字申告１件当たり欠損金額 千円 ８ 4,474 97.5％ 4,943 110.5％
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（参考計表）令和６年度における法人税等の申告事績

別表３：法人税の税額の状況

年度等
項目・単位

令和５ 令和６

金 額 対前年比 金 額 対前年比

申 告 税 額 億円 566 112.9％ 564 99.8％

別表４：地方法人税の税額の状況

年度等
項目・単位

令和５ 令和６

金 額 対前年比 金 額 対前年比

申 告 税 額 億円 61 113.2％ 60 97.9％
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令和６事務年度における源泉所得税等の税額は８００億円で、前事務年度に比べ８１
億円（９．２％）減少しました。
主な所得についてみると、給与所得の税額は９２億円（１２．０％）減少し、退職所

得の税額は７億円（２７．９％）減少しています。

○ 源泉所得税等の税額の状況
事務年度等

項目
令和５ 令和６
税 額 税 額 対前年増減 対前年比

給 与 所 得 億円
766

億円
674

億円
▲92

％
88.0

退 職 所 得 24 17 ▲7 72.1
利 子 所 得 等 5 12 ＋6 211.6
配 当 所 得 41 40 ▲1 98.0
特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等
の 譲 渡 所 得 等 17 29 ＋11 165.8
報 酬 料 金 等 所 得 28 28 0 99.4
非 居 住 者 等 所 得 1 2 ＋1 350.2

合 計 881 800 ▲81 90.8

２令和６事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要
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○ 源泉所得税等の税額の推移

源泉所得税等の税額は前事務年度に比べ８１億円の減少

２令和６事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要
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（参考計表）令和６事務年度における源泉所得税等の課税事績

別表１：源泉徴収義務者数の状況
区分

項目

令和６年６月30日現在 令和７年６月30日現在

義務者数 対前年比 義務者数 対前年比

給

与

所

得

本 店 法 人 １ 件
26,669

％
100.3

件
26,765

％
100.4

支 店 法 人 ２ 564 100.7 567 100.5

官 公 庁 ３ 181 102.8 176 97.2

個 人 ４ 10,417 98.1 9,873 94.8

そ の 他 ５ 2,093 99.4 2,101 100.4

計 ６ 39,924 99.7 39,482 98.9

利 子 所 得 等 ７ 535 100.4 533 99.6

配 当 所 得 ８ 1,404 98.0 1,406 100.1
特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等
の 譲 渡 所 得 等 ９ 31 106.9 30 96.8

報 酬 料 金 等 所 得 10 31,296 99.3 30,982 99.0

非 居 住 者 等 所 得 11 76 115.2 91 119.7
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（参考計表）令和６事務年度における源泉所得税等の課税事績

別表２：源泉所得税等の税額の状況

事務年度等
項目

令和５ 令和６
税 額 対前年比 税 額 対前年比

給 与 所 得 １ 億円
766

％
101.2

億円
674

％
88.0

退 職 所 得 ２ 24 123.2 17 72.1

利 子 所 得 等 ３ 5 97.6 12 211.6

配 当 所 得 ４ 41 60.2 40 98.0

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等
の 譲 渡 所 得 等 ５ 17 166.9 29 165.8

報 酬 料 金 等 所 得 ６ 28 104.0 28 99.4

非 居 住 者 等 所 得 ７ 1 170.2 2 350.2

合 計 ８ 881 99.4 800 90.8

（注）１ 令和６年７月１日から令和７年６月３０日までに提出のあった徴収高計算書の税額及び税務署長が行った納税告知に係る税額を集計しています。
２ 平成２５年１月１日以後生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。
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